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※介護サービスは,会計数をもって事業数とする。

 

 

第１ 事業数            

１６業種 １８５事業  

（前年度比３事業増）   

【法適用事業】  

 9 業種 78 事業  

【法非適用事業】 

12 業種 107 事業 

(前年度比) 

介護事業１事業減：南房総市の介護事業の廃止による。 

宅地造成事業２事業減：茂原市及び我孫子市のその他 

造成事業の廃止による。 

駐車場事業５事業増：船橋市，成田市，市原市，袖ケ浦市， 

及び香取市の駐車場事業が新たに調査対象となったことによる。 

電気事業１事業増：香取市の電気事業開始による。 

       

 

 法適用事業とは，地方公営企業法（以下「地公企法」という。）の全部又は一部を適用   

している事業をいう。 

法非適用事業とは，地方財政法（以下「地財法」という。）第６条の規定に基づき，その

経理を特別会計を設けて行っている同法施行令第 37 条に掲げる事業（農業集落排水事業を

含む。）及び駐車場整備事業，介護サービス事業並びに有料道路事業で，地公企法を適用  

していない事業をいう。 

 上水道事業及びガス事業については地公企法の全部が，病院事業については地公企法の 

財務規定等が当然に適用される。 

 また，市町村及び一部事務組合は条例又は規約の定めるところにより，病院事業について

は地公企法の規定のうち財務規定等を除く規定を，その他の事業については地公企法の規定

の全部又は財務規定等を適用することができる。 

 法適用事業は，複式簿記及び発生主義による経理を行い，貸借対照表等の財務諸表を作成

する等，いわゆる企業会計方式により財務処理を行うのに対し，法非適用事業は，特別会計

は設置するものの，財務処理については普通会計と同様の官庁会計方式により行う。 

 第１章 全 般 の 概 況 

《解説 法適用事業・法非適用事業》 
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〈事業数の推移〉 

県内の事業数は，昭和 40 年代後半に大幅な増加 

(上水道事業，公共下水道事業の増)を見せた後， 

昭和 61 年度から昭和 63 年度までの期間（この間 

は，一般会計で行う農業集落排水事業が公営企業 

決算統計の対象とされていた。）を除き 170 事業  

程度で推移していたが，平成 3 年度から特定環境 

保全公共下水道事業及び農業集落排水事業（平成  

元年度から特別会計設置の汚水処理事業のみを対象 

としている。）を中心に増加し，平成 13 年度及び  

平成 14 年度には 232 事業までに増加した。 

平成 15 年度からは，市町村合併に伴う再編等に 

より 10 年連続して減少し，平成 25 年度には 185 

事業となっている。 

 この内，上水道事業は，生活用水を自家（井戸） 

水に依存していた県東部や南部地域市町村が， 

地下水の汚染や減少に対処するため，昭和 40 年 

代後半から，水源を利根川水系及び地域内のダム等 

に求めたこと，首都圏近郊市町村で人口が増加した 

こと等に伴い，新規に事業を開始し，または従前 

簡易水道事業で行っていたものを転換した市町村が 

あり，ピークの平成 7 年度においては 56 事業 

（昭和 45 年度調査時 32 事業の約 1.8 倍）に達した。 

平成 15 年度以降は，市町村合併に伴う再編等で 

減少し，平成 21 年度から 44 事業となっている。 

また，公共下水道事業は，昭和 42 年に下水道 

 整備緊急措置法が施行され，昭和 46 年頃から県を 

事業主体とする流域下水道建設が本格化し，この 

流域の市町村が公共下水道の整備を進めていった 

こと，また，流域下水道関連市町村以外の市町村にあっても都市計画区域を定めている市町村に 

おいて事業を開始してきたこと等により，平成 7 年のピーク時には 37 事業に達し，昭和 45 年調査 

の 12 事業から約 3.1 倍となった。平成 15 年度以降は，市町村合併に伴う再編等により減少し， 

21 年度から 32 事業となっている。 

 〔参照：P61  第 2 編 統計資料 第 1 章 1.事業数〕 

 

図２ 全体事業数の推移 

事業数 

25 年度 

図３ 主要事業数の推移 事業数 

25 年度 
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第２ 職員数          

 ９，２０４人（平成 25 年度末） 

前年度（9,092 人）から 112 人（1.2％）増 

  法適用事業  8,244 人（前年度比 122 人増） 

  法非適用事業  960 人（前年度比 10 人減） 

   

 業種別に見ると，病院事業の職員数が最も 

多く，6,890 人で 74.9％を占めており， 

次いで水道事業 1,009 人で 11.0％，下水道事業 

826 人で 9.0％，介護サービス事業が 232 人で 

2.5％となっている。 

 病院事業は，事業数では全事業の 10.8％， 

支出決算規模では全体の 31.4％であるが，職員  

数では全体の 74.9%を占めている。 

 職員数の多い事業体を個別に見ても，旭市の病院事業が 1,753 人， 

松戸市の病院事業が２病院合計で 1,288 人，君津中央病院企業団が２病院合計で 969 人と上位を 

病院事業が占めている。 

 

 

〈職員数の推移〉 

 職員数は，平成 15 年度（10,589 人）  

をピークとして，事業の廃止や，業務の 

効率化・委託化による職員数の適正化等 

により減少傾向にあったが，平成 20 年度 

から，病院事業において職員数が増加し， 

全体としても増加している。  

〔参照：P63 第 2 編 統計資料  

第 1 章 2.職員数の推移〕 

  

 

 

 

 

 

 

図４ 職員数の状況（25 年度） 

図 5 職員数の推移 
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図７ 支出決算規模の推移 

 

第３ 支出決算規模 

４，４１８億９７百万円 

前年度（4,283 億 45 百万円）から 3.2％増 

 法適用事業  2,943 億 63 百万円（前年度比 0.2％減） 

 法非適用事業 1,475 億 35 百万円（前年度比 10.7％増） 

 

総額で，普通会計の平成 25 年度歳出総額（2 兆  

939 億 53 百万円，一部事務組合含む）の 21.1％ 

に相当する。 

法適・法非適を合わせて，公共下水道事業が 

1,618 億 14 百万円（全体の 36.6％）と最も大きく， 

次いで病院事業が 1,385 億 45 百万円（同 31.4％）， 

上水道事業が 1,050 億 39 百万円（同 23.8％）と 

なっており，この 3 事業で全体の 91.7％を占めて 

いる。 

 

 

 

 

〈支出決算規模の推移〉 

 支出決算規模は，平成 21 年度は高金利企業債の 

繰り上げ償還により増加したものの，平成 14 年度 

（5,028 億円）をピークとして，10 年間減少傾向に 

あった。平成 25 年度は,下水道事業で地方債償還 

金が増加したことや，病院事業で建設投資が増加 

したこと等により，前年度に比べ 136 億円（3.2%） 

の増となった。 

 〔参照：P64  第 2 編 統計資料 第 1 章   

3.支出決算規模の推移〕 

 

 

 

 

 

図６ 支出決算規模の状況（13 年度） 

図６ 支出決算規模の状況 
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第４ 建設投資額（資本費のうち建設改良費）    

８８６億８百万円 

前年度（892 億 32 百万円）から 0.7％減 

  法適用事業  466 億 86 百万円 

（前年度比 4.5％減） 

 法非適用事業 419 億 22 百万円 

（前年度比 3.9％増） 

 

総額で，普通会計の平成 25 年度建設事業 

費決算額（2,494 億 31 百万円，一部事務組合 

含む）の 35.6％に相当する。 

 法適・法非適を合わせて，公共下水道事業 

が 445 億 46 百万円（全体の 50.3％）と最も 

大きく，次いで上水道事業が 253 億 21 百万円  

（同 28.6％），病院事業が 114 億 30 百万円  

（同 12.9％）となっており，この３事業で 

全体の 91.9％を占めている。 

 

 

〈建設投資額の推移〉 

建設投資額は平成 5 年度 

（2,280 億 39 百万円）をピークとして 

近年は減少傾向にあり，平成 25 年度に  

おいても，一部の上水道事業で浄水場の 

更新に伴う工事費が減少したこと等により， 

前年度に比べて 6 億円（0.7%）の減少と 

なっている。 

 

〔参照：P66 第 2 編 統計資料  

第 1 章 4.建設投資額の推移〕 

 

 

 

 

図８ 建設投資額の状況（単位：百万円） 

図９ 建設投資額の推移（単位：百万円） 

- 7 -



 

第５ 企業債   

(1) 平成 25 年度発行額 

５３６億５５百万円 前年度（445 億 12 百万円）から 20.5％増 

法適用事業  216 億 66 百万円（前年度比 2.9％増） 

  法非適用事業 319 億 89 百万円（前年度比 36.3％増） 

  ※ 収益的支出に充てた企業債を含む。 

企業債の発行額の推移は，平成14年度の917億13百万円をピークに18年度まで減少していたが，

19 年度,20 年度については特例措置としての企業債の公的資金補償金免除繰上償還の借換債等の増

加に伴い，２年連続での増加となった。21 年度には建設投資の減により再び減少に転じ,25 年度は

一部の下水道事業において災害復旧に伴う地方債が増加したことや，一部の病院事業において看護

学校の施設整備や高額医療機器の導入等があったこと等により，対前年度比 20.5％増となった。 

 業種別に見ると，公共下水道事業の発行額が最も多く 386 億円（対前年度比 21.1％増），上水道

事業で 72 億 39 百万円（同 14.7％減），病院事業で 50 億 79 百万円（同 77.8％増）等となっている。 

 

 (2) 現在高  

１兆１，５４３億４７百万円 

前年度（1 兆 1,846 億 10 百万円）  

から 2.6％減 

 法適用事業  5,652 億 30 百万円 

（前年度比 2.7％減） 

法非適用事業 5,891 億 16 百万円 

（前年度比 2.4％減） 

 

総額で，平成 25 年度の支出決算規模の 

約 2.6 倍となっている。 

 企業債現在高と支出決算規模の関係を過去か 

らの推移で見ると，昭和 50 年度に企業債現在 

高が支出決算規模の額を上回ってから年々 

その差は拡大し，昭和 59 年度には企業債 

現在高が支出決算規模の約 2 倍に達した。 

平成 14 年度（13,827 億円）をピークに平成 15 年度からは 10 年連続で減少している。業種別に   

見ると，公共下水道事業の占める割合が最も多く，平成 25 年度末では 66.5％となっている。 

 

 

図１０ 企業債現在高の推移（単位：億円） 

- 8 -



0

50

100

150

200

55 60 2 7 12 15 23 24 25

上水道

公共下水道

病院 8.8

26.8

125.1

(％)

基準内

14,383

19.6%

基準内

3,739

5.1%

基準内

21,816

29.7%

基準外

8,136

11.1%

病院

17,758

24.2%

上水道

7,172

9.8%

公共下水道

9,022

12.3%

公共下水道

29,952

40.7%

その他

8,459

11.4%
法適用事業

35,100
47.4%

法非適用事業

38,411

52.3%

他会計

繰入金

73,511

基準外

3,375

4.6%

基準外

3,433

4.7%
基準内

7,265

9.9%

基準外

1,757

2.4%

その他

1,148

1.6%

 (3) 元利償還金  

１，１３３億４０百万円 前年度（1,043 億 98 百万円）から 8.6％増 

  法適用事業  502 億 02 百万円（前年度比 0.2％減） 

 法非適用事業 631 億 38 百万円（前年度比 16.7％増） 

 平成 25 年度においては，企業債の繰上償還を 

積極的に実施したこと等により，平成 24 年度に比べ， 

8.6％増加している。 

なお，元利償還金の料金収入に対する比率は 

44.35％（前年度 41.0％）となっている。 

 これを法適用事業，法非適用事業の別に 

見ると法適用事業で 24.7％（前年度 24.8％）， 

法非適用事業で 121.36％（同 104.5％）となって 

いる。 

 法非適用事業の比率が高くなっている原因と 

しては，法非適用事業の元利償還金の大部分を占める 

公共下水道事業において，施設建設に充てた企業債の償還が始まっているが，普及率が低く，施設

が十分に活用できていないため，施設に見合った料金収入が得られていないという状況等があげら

れる。  〔参照：P68 第 2 編 統計資料 第 1 章 5.企業債〕 

 

第６ 他会計繰入金   

７３５億１１百万円 前年度（768 億 48 百万円）から 4.3％減 

うち基準内繰入金 497 億 93 百万円 前年度（527 億 46 百万円）から 5.6％減 

うち基準外繰入金 237 億 18 百万円 前年度（241 億 02 百万円）から 1.6％減 

 

法適用事業繰入金 351 億円  

前年度（363 億 93 百万円）から 3.6％減 

    うち基準内繰入金  259 億 87 百万円 

   前年度（285 億 75 百万円）から 9.1％減 

    うち基準外繰入金   91 億 14 百万円 

   前年度（78 億 17 百万円）から 16.6％増 

  

 

 

 

 

図１１ 元利償還金の料金収入に対する比率 

図１２ 他会計繰入金の状況 単位百万円 
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法非適用事業繰入金 384 億 11 百万円 

 前年度（404 億 56 百万円）から 5.1％減 

    うち基準内繰入金  238 億 06 百万円 

   前年度（241 億 71 百万円）から 1.5％減 

    うち基準外繰入金  146 億 04 百万円 

   前年度（162 億 85 百万円）から 10.3％増 

 業種別に見ると，上水道事業（71 億 72 百万円）， 

病院事業（177 億 57 百万円）及び公共下水道事  

業（389 億 74 百万円）において多額の繰入れが 

行われている。 

  病院事業は，177 億 57 百万円と前年度（177 億 

82 百万円）から 25 百万円減少している が，地 方 

公営企業全体に占める割合は 24.2％（前年度 23.1  

％）と前年度に比べて 1.1 ポイント増加している。 

 公共下水道事業における他会計繰入金は，災害復旧事業費の財源としての繰入金の減少等により

17 億 73 百万円（対前年度比 4.4％減）減少しているが，地方公営企業全体に占める割合は 53.0％

（前年度 53.0％）と全体に占める割合が高くなっている。これは，建設途上の事業が多く，料金収

入で賄えない経費を他会計繰入金で補てんしていることによると考えられる。 

 建設投資額のピーク（平成５年度）を過ぎた平成８年度（1,045 億 28 百万円）以降は，他会計   

繰入金総額の推移も減少傾向にある。 

〔参照：P72 第 2 編 統計資料 第 1 章 6.他会計繰入金〕 

 

 

 地方公営企業は，「企業」という性格上，経営に伴う収入をもってその支出に充てる   

「独立採算」が原則である。しかし他方で，地方公営企業は「公営」であるということで，

公共性，公共の福祉の増進の観点から，企業ベースには乗らないような活動でも採算を無視

して実施しなければならない場合がある。このような活動についてまで，独立採算の原則を

適用するのは困難又は不適当であり，これに要する経費については，独立採算の原則から 

外して，企業の設置者たる地方公共団体そのものが，主として一般会計において負担すべき

こととしている。（地方公営企業法第 17 条の 2（経費の負担の原則）） 

 一般会計が負担すべき経費を具体的に示したものが，総務副大臣通知「地方公営企業  

繰出金について」（いわゆる「繰出基準」）である。地方公営企業は，この繰出基準に示され

た経費以外の経費については，企業の経営活動から生じる収益で賄う必要がある。 

 したがって，各事業においては，一般会計との間の負担区分について，この繰出基準に  

基づき明確化し，一般会計が負担すべき経費を除いた部分については独立採算で経営する 

よう努力する必要がある。 

《解説 独立採算制と繰出基準》 

図１３ 他会計繰入金の推移 
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第７ 普通会計との関係   

〈普通会計の歳出の 3.5％が繰出金〉 

 普通会計の歳出総額に占める地方公営 

企業に対する繰出金の比率を見ると， 

平成 25 年度決算で 3.5％となっている。 

 繰出金（地方公営企業側から見れば 

繰入金）のうち約 3 割が赤字補てんの 

ための基準外繰出金になっているが， 

本来独立採算であるべき地方公営企業を 

経営することによって普通会計の財政 

状況に大きな影響を与えている団体も 

見られることから，各事業体においては， 

普通会計を圧迫することがないよう，経営努力を行う必要がある。 

 

第８ 東日本大震災の影響 

東日本大震災により，被災地域では，地方公営企業も被害を受けた。特に水道事業では，配水施

設等に被害が生じ，断水する地域も発生した。下水道事業では，管路の破損や液状化による土砂の

流入等の被害が生じた。 

地方公営企業は，地域住民の生活に不可欠なサービスを提供しており，被災した公営企業施設の

早期復旧は急務の課題であった。また、復旧に向けた取組みは平成 25 年度も引き続き行われている。 

東日本大震災を踏まえ，今後の地方公営企業には，施設の耐震対策等ハード面の強化はもちろん

のこと，災害発生時に迅速な対応を行えるよう，ソフト面での体制の強化が求められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

第９ 資金不足   

「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づく資金の不足額が発生している団体はない。 

（平成２０年度決算から経営健全化基準の２０％上回る団体は，経営健全化計画の策定が義務付け

られた。） 

 

（単位：百万円） 

比率
水 道 566 1,234 17.0% 668 118.0%
病 院 0 0 0.0% 0 皆減
下 水 道 4,484 6,012 83.0% 1,528 34.1%
ガ ス 0 0 0.0% 0 皆減

そ の 他 0 0 0.0% 0 皆減

合 計 5,050 7,246 100.0% 2,196 43.5%

決算規模のうち東日本大震災の災害復旧事業に係る支出
対前年度
増加額

対前年度
増加率区分 24年度 25年度
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